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株主各位

証券コード　5819

(発送日) 2026年３月４日

(電子提供措置開始日) 2026年２月26日

株 主 各 位
愛 知 県 日 進 市 藤 枝 町 奥 廻 間 1 2 0 1 番 地 1 0

取締役社長 野 田 　 爾

当社定時株主総会にご来場の株主様へのお土産はございません。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

第53期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第53期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しましては、本書面で、または株主総会参考書類等の内
容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インタ
ーネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブ
サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】　https://www.canare.co.jp
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「投資家情報」「IRニュ
ース」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】　https://d.sokai.jp/5819/teiji/

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）によっ
て議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検
討のうえ、2026年３月18日（水曜日）営業時間終了の時（午後５時30分）までに
議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

〔インターネットによる議決権行使の場合〕
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスし

ていただき、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された
「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用の上、画面の案内にしたがっ
て、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力ください。
インターネットによる議決権行使につきましては、後記の「インターネットに

よる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
〔書面（郵送）による議決権行使の場合〕
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限まで

に到着するようご返送ください。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2026年３月19日（木曜日）午後１時（受付開始　正午）
２．場 所 愛知県名古屋市千種区覚王山通８丁目18番地

ホテル　ルブラ王山　２階「飛翔の間」
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第53期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）事業
報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

２．第53期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）計算
書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
第５号議案 役員賞与支給の件

     

記

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
　(1)書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議

案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
り扱いいたします。

　(2)インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われ
た議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

　(3)インターネットと書面（郵送）により重複して議決権行使をされた場合
は、到着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものと
してお取り扱いいたします。

　(4)代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１
名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明
する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

　(5)議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の３日前までに議決権の不
統一行使を行う旨とその理由を当社にご通知ください。

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトに
修正した旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してください
ますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付

にご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示のうえ、ご

返送ください。

次ページの案内に従って、議

案の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年３月19日（木曜日）

午後１時（受付開始：正午）

2026年３月18日（水曜日）

午後５時30分到着分まで

2026年３月18日（水曜日）

午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１・３・４・５号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行

使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使

をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを

入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力すること

なく議決権行使ウェブサイトにログインすること

ができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数です
がPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載
の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログ
イン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
ください。

１

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

３

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

　
インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）
（受付時間　9：00～21：00）
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事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

( 2025年１月１日から
2025年12月31日まで )

区 分 前連結会計年度売上高 構成比 当連結会計年度売上高 構成比
対前連結会計年度

増減率

ケ ー ブ ル 4,656百万円 37.6％ 4,535百万円 34.6％ △2.6％

ハ ー ネ ス 2,958 23.9 3,236 24.7 9.4

コ ネ ク タ 1,609 13.0 1,742 13.3 8.2

機器（パッシブ） 2,009 16.2 2,150 16.4 7.0

機器（電　　子） 668 5.4 921 7.0 37.9

そ の 他 480 3.9 529 4.0 10.0

合 計 12,383 100.0 13,114 100.0 5.9

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度の当社グループを取り巻く経営環境は、為替が変動する

中、資源価格や物価が引き続き高止まりとなり、また、アメリカの関税政

策や中東情勢の緊張の高まりなどにより不安定な状況が続きました。

　こうした状況下にあって、当社グループは、光製品や電子機器の新製品

普及活動、AVコンソール製品などの販促活動を積極的に行うとともに、次

世代成長製品と位置付けるITネットワーク関連製品など新規製品の開発活

動に取り組んでまいりました。国内売上は大型物件の継続やイベント向け

機材納入が牽引し増収、海外売上も米国・韓国・中国・欧州・中東が前連

結会計年度を上回り、全体でも前連結会計年度を上回り増収となりまし

た。

　以上により、連結売上高は13,114百万円(前連結会計年度比5.9%増)とな

り、利益面でも増収により営業利益1,582百万円(前連結会計年度比13.9%

増)、経常利益1,677百万円(前連結会計年度比15.9%増)、親会社株主に帰

属する当期純利益1,200百万円(前連結会計年度比15.5%増)となりました。

製品別の売上状況（連結）は次のとおりであります。

－ 5 －



2026/02/18 12:03:16 / 25283480_カナレ電気株式会社_招集通知_電子提供措置用

事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況

②　設備投資の状況

当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は337百万円で、

その主なものは当社における製造設備の取得および海外販社の事務所等の

リース物件更新であります。

③　資金調達の状況

当連結会計年度の設備資金及び運転資金は、自己資金によって充当いた

しました。

区 分

第50期 第51期 第52期 第53期

自 2022.１.１
至 2022.12.31

自 2023.１.１
至 2023.12.31

自 2024.１.１
至 2024.12.31

自 2025.１.１
至 2025.12.31

売 上 高(百万円) 11,167 12,872 12,383 13,114

経 常 利 益(百万円) 1,260 1,739 1,447 1,677

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 868 1,188 1,039 1,200

１株当たり当期純利益(円) 128.74 175.26 152.64 175.74

総 資 産(百万円) 17,731 18,908 19,626 21,075

純 資 産(百万円) 15,694 17,021 17,965 19,048

自 己 資 本 比 率(％) 88.5 90.0 91.5 90.4

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 2,325.27 2,503.15 2,635.79 2,784.46

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
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重要な親会社及び子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

Canare Corporation of America 550千米ドル 100％
米国・カナダ・中南米諸
国における当社製品の販
売

Canare Corporation of Korea 1,000,000千ウォン 100％
韓国における当社製品の
販売

Canare Corporation of Taiwan 10,000千新台湾ドル 100％
台湾における当社製品の
販売

Canare Electric (Shanghai)
Co., Ltd.

5,793千人民元 100％
コネクタ及び機器（パッ
シブ）製品の製造・販売

Canare　Electric
Corporation of Tianjin

2,896千人民元 100％
中国・香港における当社
製品の販売

Canare Singapore Private Ltd. 250千ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ 100％
韓国・台湾・中国を除く
アジア地域における当社
製品の販売

Canare Electric India Private 
Ltd.

28,000千ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 100％
インドにおける当社製品
の販売

C a n a r e  E u r o p e  G m b H 350千ユーロ 100％
欧州における当社製品の
販売

Canare Middle East FZCO 1,000千ディルハム 100％
中東における当社製品の
販売

カ ナ レ ハ ー ネ ス ㈱ 40百万円 100％
ハーネス及び機器（パッ
シブ・電子）製品の製
造・販売

カ ナ レ コ ネ ク テ ィ ッ ド
プ ロ ダ ク ツ ㈱

70百万円 100％
機器（電子）製品の開
発、設計、製造及び販売

カナレシステムワークス㈱ 20百万円 100％
ＡＶ機器収納用卓及びワ
ゴンの設計、製造及び販
売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

－ 7 －
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題

①　成長への取り組み

　当社は海外ビジネスの積極展開、現ビジネス基盤を活かした高付加価値

なソリューション提供、優位性のある技術転用による新市場展開を進める

ことで、市場環境変化への対応力を高め、中長期の成長に向けた取り組み

を強化します。

②　グローバルな生産・物流体制の改善

　当社は国内における物流コストの上昇、海外の地政学リスク等に伴うリ

ードタイムの長期化や輸送中のアクシデントの可能性等への適切な対応に

よりグローバルでの需要変動に柔軟に対応できるよう、販売、物流、生

産・調達などの各機能を密接に連携させ、製品ごとに最適な生産地で生産

して効率的かつ機動的な物流・在庫マネジメントを実現するサプライチェ

ーンの再構築をプロジェクト体制で進め、コスト競争力の確保及び適正在

庫の実現に取り組んでまいります。

③　品質の向上

　当社は生産拠点の効率性を追求し、製品品質の向上とリードタイムの短

縮、コスト削減を目指します。更に改善活動を強化し、生産技術の向上に

努めてまいります。

④　環境への対応

　当社はSDGsを意識し、地球環境に配慮した生産活動、グリーン調達、

RoHS指令、REACH規制等による環境管理物質対策、省資源・省エネ活動、

廃棄物の削減、リサイクル等の環境負荷の低減に向けた取り組みを推進

し、環境マネジメントシステムの継続的改善に今後も積極的に取り組んで

まいります。

⑤　社会的責任とコンプライアンス意識の向上

　当社は永年培ってきた「ＣＡＮＡＲＥ」ブランドに責任と誇りを持ち、

法令・社会倫理を遵守していく企業としての社会的責任を負っていると考

えております。そのためにコンプライアンス意識を高め健全な企業活動を

継続させてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りま

すようお願い申しあげます。
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主要な事業内容

区 分 主 要 製 品 用 途

ケ ー ブ ル
光カメラケーブル、マイクケーブル、

スピーカケーブル、同軸ケーブル

放送局、スポーツ競技場、教育施設

等のオーディオ・ビデオ設備向け

ハ ー ネ ス
光カメラケーブル、ＡＶ接続ケーブ

ル

コ ネ ク タ
光カメラコネクタ、ＢＮＣコネク

タ、ＤＩＮコネクタ、接続用工具

機 器
（パッシブ）

オーディオ・ビデオパッチ盤、ビデ

オジャック、コネクタ盤、ＡＶコン

ソール

機 器
（電　　子）

光コンバータ、光トランシーバ、ア

クティブＢＮＣコネクタ

そ の 他 他社製品

(5) 主要な事業内容（2025年12月31日現在）

当社グループは放送・通信用ケーブル、ハーネス、コネクタ及び機器（パ

ッシブ・電子）の製造を行っており、放送局、通信会社、設備工事会社、放

送通信機器メーカ等へ販売しております。

当社グループの主要製品は次のとおりであります。

－ 9 －
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主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地

（当社）

名 古 屋 本 社 愛 知 県 日 進 市

新 横 浜 本 社 横 浜 市 港 北 区

大 阪 営 業 所 大 阪 市 北 区

福 岡 営 業 所 福 岡 市 南 区

（国内子会社）

カ ナ レ ハ ー ネ ス ㈱ 愛 知 県 日 進 市

カナレコネクティッドプロダクツ㈱ 横 浜 市 港 北 区

カナレシステムワークス㈱ 東 京 都 荒 川 区

（海外子会社）

Canare Corporation of
America

米 国 ニ ュ ー ジ ャ ー ジ ー 州

Canare Corporation of
Korea

韓 国 ソ ウ ル 市

Canare Corporation of
Taiwan

台 湾 新 北 市

Canare Electric (Shanghai)
Co., Ltd.

中 国 上 海 市

Canare　Electric
Corporation of Tianjin

中 国 天 津 市

Canare Singapore Private Ltd. シ ン ガ ポ ー ル

Canare　Electric　India
Private Ltd.

イ ン ド ニ ュ ー デ リ ー

Canare　Europe　GmbH ド イ ツ デ ュ ッ セ ル ド ル フ 市

Canare　Middle　East　FZCO ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 ド バ イ

(6) 主要な営業所及び工場（2025年12月31日現在）
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使用人の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

258(63)名 △２名減

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

129(30)名 △１名減 48.8歳 17.8年

(7) 従業員の状況（2025年12月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

（注）　従業員数は就業人員であり、パート及び人材会社からの派遣社員は（　）内に年間の平

均人員を外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

（注）　従業員数は就業人員であり、パート及び人材会社からの派遣社員は（　）内に年間の平

均人員を外数で記載しております。

(8) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 23,092,200株

②　発行済株式の総数 7,028,060株（自己株式186,963株を含む）

③　株主数 7,330名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有限会社香流 800千株 11.69％

株式会社新高輪 800 11.69

株式会社センリキ 350 5.12

株式会社センユキ 350 5.12

川本公夫 300 4.39

川本重喜 200 2.92

株式会社ノダノ 200 2.92

合同会社カワシマ 200 2.92

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ　ＢＲＯＫＥＲＳ　ＬＬＣ 178 2.60

株式会社サウンドハウス 166 2.43

区分 株式数(株) 交付対象者数(名)

取締役（社外取締役を除く） 　　　　　　　　 15,150 　　　　　　　　 ８

社外取締役 　　　　　　　　　　 － 　　　　　　　　 －

監査役 　　　　　　　　　　 － 　　　　　　　　 －

２．会社の現況

(1) 株式の状況（2025年12月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１．持株比率は自己株式（186千株）を控除して計算しております。

２．当社は自己株式を所有しており、大株主に該当しますが上記の大株主から除いており

ます。

所有株式数　　　　　　　　　　　　　　　　186千株

発行済株式の総数に対する所有株式数の割合　2.66％

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２.会社の現況(3)会社役員の状況②役

員の報酬等(エ)株式報酬の決定と支給について」に記載しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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会社役員の状況、会計監査人の状況、会社の体制及び方針

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 中 島 正 敬

C a n a r e  C o r p o r a t i o n  o f  A m e r i c a  取 締 役 ※

C a n a r e  C o r p o r a t i o n  o f  K o r e a 理 事 ※

C a n a r e  C o r p o r a t i o n  o f  T a i w a n 董 事 ※

Canare Electric Corporation of Tianjin董事 ※

C a n a r e  S i n g a p o r e  P r i v a t e  L t d . 取 締 役 ※

C a n a r e  E l e c t r i c  I n d i a  P r i v a t e  L t d .取締役 ※

C a n a r e  E u r o p e  G m b H  取 締 役 ※

C a n a r e  M i d d l e  E a s t  F Z C O  取 締 役 ※

C a n a r e  E l e c t r i c  ( S h a n g h a i )  C o . , L t d .董事

カ ナ レ ハ ー ネ ス ㈱ 取 締 役

カ ナ レ シ ス テ ム ワ ー ク ス ㈱ 取 締 役

カ ナ レ コ ネ ク テ ィ ッ ド プ ロ ダ ク ツ ㈱ 取 締 役

取 締 役 千 種 佳 樹
技 術 ・ 電 子 機 器 ・ I T 担 当

カナレコネクティッドプロダクツ㈱代表取締役社長

取 締 役 山 本 英 夫
営 業 ・ ソ リ ュ ー シ ョ ン ・ 新 規 事 業 担 当

カ ナ レ シ ス テ ム ワ ー ク ス ㈱ 代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 吉 野 精 一

海 外 営 業 担 当

C a n a r e  C o r p o r a t i o n  o f  A m e r i c a  取締役会長 ※

C a n a r e  C o r p o r a t i o n  o f  K o r e a 代 表 理 事 ※

C a n a r e  C o r p o r a t i o n  o f  T a i w a n 董 事 長 ※

Canare Electric Corporation of Tianjin董事長 ※

C a n a r e  S i n g a p o r e  P r i v a t e  L t d .取締役社長 ※

Ca n a r e  E l e c t r i c  I n d i a  P r i v a t e  L t d .取締役 ※

C a n a r e  E u r o p e  G m b H  取 締 役 ※

C a n a r e  M i d d l e  E a s t  F Z C O  取 締 役 ※

取 締 役 深 津 正 敏

製 品 ・ 物 流 担 当

C a n a r e  E l e c t r i c  ( S h a n g h a i )  C o . , L t d .董事

カ ナ レ ハ ー ネ ス ㈱ 取 締 役

カ ナ レ シ ス テ ム ワ ー ク ス ㈱ 取 締 役

取 締 役 近 藤 道 直

製 造 ・ 品 管 ・ 環 境 担 当

C a n a r e  E l e c t r i c  ( S h a n g h a i )  C o . , L t d .董事

カ ナ レ ハ ー ネ ス ㈱ 取 締 役

カ ナ レ シ ス テ ム ワ ー ク ス ㈱ 取 締 役

取 締 役 野 田 　 爾 コ ネ ク テ ィ ッ ド プ ロ ダ ク ツ 販 売 推 進 担 当

取 締 役 石 井 秀 明

経 営 推 進 担 当

Ca n a r e  E l e c t r i c  ( S h a n g h a i )  C o . , L t d .董事長

カ ナ レ ハ ー ネ ス ㈱ 取 締 役

取 締 役 宮 本 　 透 特 定 行 政 書 士 　 行 政 書 士 み や も と 事 務 所

取 締 役 小 野 　 地 佳 文 －

(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役に関する事項（2025年12月31日現在）
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会社役員の状況、会計監査人の状況、会社の体制及び方針

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

常 勤 監 査 役 辻 　 重 明 －

監 査 役 三ツ目　純一郎 ㈱ オ ー ジ 総 務 部 長

監 査 役 服 部 　 修 －

※当該子会社は、当社の営業の一部と同一の部類に属する営業を行っております。

（注）１．取締役宮本透氏及び小野地佳文氏は社外取締役であります。

２．監査役辻重明氏、三ツ目純一郎氏及び服部修氏は社外監査役であります。

３．取締役宮本透氏、監査役辻重明氏、三ツ目純一郎氏及び服部修氏は東京証券取引所の
定めに基づく独立役員であります。

４．取締役宮本透氏及び小野地佳文氏は、それぞれ大手事務機器・大手電器メーカでの勤
務を経て、その関連会社の執行役員を務めるなど会社運営に携わってこられ、経営者
としての経験を有しております。

５．監査役辻重明氏、三ツ目純一郎氏及び服部修氏はそれぞれ大手電器・コンピューター
メーカの経理実務責任者として長年勤められており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。

②　役員の報酬等
イ．役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針にかかる

事項
(ｱ)基本方針

当社の取締役に対する報酬は、企業価値の持続的な向上を図るイ
ンセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬
体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責及び当社
への貢献度等を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とす
る。
具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報
酬及び退職慰労金並びに業績連動報酬としての役員賞与及び株式
報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その
職責に鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。

(ｲ)固定報酬の決定と支給について
固定報酬としての取締役の基本報酬は、月額かつ固定で取締役の
役位、職責、当社の業績、従業員給与の水準を考慮しながら、総
合的に勘案して決定するものとする。
固定報酬としての退職慰労金は、当年度の株主総会で決議した報
酬総額の範囲に基づき、在任年数に最終在任時の月額報酬を乗じ
た支給額を同株主総会の翌月までに支給する。

(ｳ)役員賞与の決定と支給について
業績連動報酬としての役員賞与は、当年度の株主総会で決議した
報酬総額の範囲に基づき、経常的な営業活動に財務活動を加えた
事業全体の成果を表す業績指標として各事業年度の１株当たりの
当期純利益を業績指標とし算定し、その額は、外部機関が集計し
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会社役員の状況、会計監査人の状況、会社の体制及び方針

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数(名)基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役
(うち社外取締役)

167,803
(6,500)

107,066
(6,500)

38,778
(－)

21,959
(－)

10
(２)

監査役
(うち社外監査役)

18,152
(18,152)

18,152
(18,152)

－
(－)

－
(－)

３
(３)

合 計
(うち社外役員)

185,955
(24,652)

125,218
(24,652)

38,778
(－)

21,959
(－)

13
(５)

ている経営者報酬の調査結果における報酬水準等を考慮して決定
する。支給時期は、同株主総会の承認月に支給する。

(ｴ)株式報酬の決定と支給について
業績連動報酬としての株式報酬は譲渡制限付株式とし、社外取締
役を除く取締役（以下「対象取締役」という。）に対して支給す
るものとして、譲渡制限付株式付与のために支給する金銭債権の
総額は年額50百万円以内(使用人兼務役員の使用人部分を除く)、
かつ、当社が処分する普通株式の総数は年間 40,000株以内(ただ
し、普通株式の株式分割又は株式併合が行われた場合は、分割比
率•併合比率に基づいて合理的な範囲内で調整を行う)とする。対
象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会に
おいて決定する。

(ｵ)報酬等の種類ごとの割合について
固定報酬及び業績連動報酬と取締役の個人別の報酬等に対する割
合に関しては、株主と経営者が利害を共有し、企業価値の持続的
な向上に寄与するために、適切な支給割合とする。
また、社外取締役はその役割と独立性の観点から、固定報酬のみ
とする。

(ｶ)取締役の個人別の報酬等の決定について
当社は、取締役の報酬等の妥当性と決定プロセスの客観性・説明
責任の強化を図るため、取締役会の諮問機関として、社外取締役
が過半数を占める指名報酬委員会を設置する。
役員報酬の決定に必要な基本方針、ガイドライン、規則及び手続
等や、業績連動報酬等の評価指標、各取締役の個人別の報酬等に
係る事項については、予め指名報酬委員会において審議のうえ、
当該審議の内容及び結果を最大限尊重して、取締役会の決議によ
り決定する。
また、取締役の基本報酬の個人別の額及び株式報酬の個人別の株
式数については、予め、指名報酬委員会において審議のうえ、当
該審議の内容を最大限尊重して、株主総会において決議された報
酬等の総額の範囲内において、取締役会の決議により決定する。

(ｷ)監査役の報酬の額は、1991年６月27日開催の第18期定時株主総会
の決議により年額20,000千円以内となっており、その範囲内にお
いて、監査役の協議により決定する。

ロ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象とな
る役員の員数

 (注) １. 取締役報酬額は、2017年３月17日開催の第44期定時株主総会の決議により年額
180,000千円以内となっており、個人別の報酬額については、報酬等の決定の委任に
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会社役員の状況、会計監査人の状況、会社の体制及び方針

関する事項にもとづき代表取締役社長である中島正敬が決定しております。なお、当
該定時株主総会終結後の取締役の員数は10名であります。

２. 監査役報酬額は、1991年６月27日開催の第18期定時株主総会の決議により年額
20,000千円以内となっております。当該定時株主総会終結後の監査役の員数は３名で
あります。

３. 非金銭報酬の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は、「２.会社の現況(3)
会社役員の状況②役員の報酬等(エ)株式報酬の決定と支給について」に記載しており
ます。

③　社外役員等に関する事項
イ．社外取締役宮本透氏は特定行政書士として行政書士みやもと事務所

を開業しております。当社と兼職先との間には特別の利害関係はあ
りません。
社外監査役三ツ目純一郎氏は(株)オージにおいて総務部長をされて
おります。当社と兼職先との間には特別の利害関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
(ｱ)社外取締役宮本透氏は当事業年度開催の取締役会（全17回）のう

ち全てに出席しており、企業経営全般、ガバナンス面での提言に
加え、役員報酬決定のプロセスなどについての発言をいただいて
おります。また、当事業年度開催の指名・報酬委員会（全８回）
のうち全てに出席しており、当事業年度において指名・報酬委員
会委員長を務め、役員報酬決定のプロセス、役員体制に関する諮
問について、リーダーシップを発揮いたしました。

(ｲ)社外取締役小野地佳文氏は当事業年度開催の取締役会（全17回）
のうち全てに出席しており、企業経営全般、ガバナンス面での提
言に加え、財務・会計面での発言をいただいております。また、
当事業年度開催の指名・報酬委員会（全８回）のうち全てに出席
しており、役員報酬決定のプロセスなどについての発言、役員体
制に関する諮問に対し発言をいただいております。

(ｳ)社外監査役辻重明氏は当事業年度開催の取締役会（全17回）のう
ち16回、監査役会（全13回）の全てに出席しており、財務決算報
告での発言の他、報告事項や決議事項について毎回適宜質問する
とともに、必要に応じて社外の立場から意見を述べております。

(ｴ)社外監査役三ツ目純一郎氏は当事業年度開催の取締役会（全17
回）及び監査役会（全13回）の全てに出席しており、財務決算報
告での発言の他、報告事項や決議事項について毎回適宜質問する
とともに、必要に応じて社外の立場から意見を述べております。
また、当事業年度開催の指名・報酬委員会（全８回）のうち全て
に出席しており、役員報酬決定のプロセスなどについての発言、
役員体制に関する諮問に対し発言をいただいております。

(ｵ)社外監査役服部修氏は当事業年度開催の取締役会（全17回）及び
監査役会（全13回）の全てに出席しており、財務決算報告での発
言の他、報告事項や決議事項について毎回適宜質問するととも
に、必要に応じて社外の立場から意見を述べております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各社外監査役とは、会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を法令の限度額に
おいて免除する契約を締結しております。
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④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約
を保険会社との間で締結し、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行
った行為（不作為を含みます）に起因して損害賠償がなされた場合、被
保険者が被る損害補償金や訴訟費用等を当該保険契約により填補される
こととしております。ただし、法令に違反することを被保険者が認識し
ながら行った行為、被保険者の犯罪行為等に起因する損害は填補されま
せん。
　当社および当社の子会社の取締役、監査役、執行役員は、当該保険契
約の被保険者であり、その保険料は被保険者の所属に応じ当社と当社の
子会社で全額負担しております。

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 34,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

34,000

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額は合計額で記載しております。

２．当社監査役会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や
報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執
行状況や報酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社
法第399条第１項の同意を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を法令の限度額にお

いて免除する契約を締結しております。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由

に該当すると判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由

を報告いたします。

また、監査役会は上記の場合のほか、会計監査人の監査品質、監査実施

の有効性及び効率性、継続監査年数などを勘案し、会計監査人として適当

でないと判断した場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案の
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内容を決定いたします。

(5) 会社の体制及び方針

内部統制システムの基本方針について

当社は経営基本理念「いつの時代でも存在価値ある企業づくり」を掲げ、

時代とともに変化する価値観に対応して、顧客から善い会社として支持さ

れ、信頼される会社を目標としております。これを実践するためのパートナ

ーである従業員、仕入先、当社の保有者としての株主の皆様、およびこれら

の基盤となる社会からも、信頼されて期待に応えられるような会社の実現を

めざす、という企業のあるべき姿を明確にしています。また、内外での企業

の不祥事が多発している現状をとらえ、会社法および会社法施行規則に基づ

き、当社の内部統制システムの構築において必要な体制を次の９項目につい

て整備いたします。

①　取締役及び従業員の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

ための体制

イ．当社及び子会社の取締役および従業員が、顧客貢献、法令遵守など社

会的使命を果たすべき指針である倫理規程を掲げ、これを取締役およ

び従業員が、常時閲覧できるようイントラネットシステム内に保管

し、周知徹底をはかります。

ロ．組織規程・業務分掌規程等各規程に基づき、内部監査部門による内部

監査による監査体制を構築し、不正行為の防止、早期発見をはかりま

す。

ハ．内部監査の結果についてはそのつど、社長、関係役員、監査役に結果

報告され、必要な対策を検討、実施します。

ニ．違反または違反行為を発見した場合、速やかに社長、取締役会に報告

し、処置または対策を命ずるほか、必要な場合は継続して月次の取締

役会においてさらに対策を協議します。

ホ．当社は、反社会的勢力・団体・個人とは一切関わりを持たず、不当・

不法な要求にも応じないことを基本方針とし、その旨を取締役および

従業員に周知徹底するとともに、事案の発生時には関係行政機関や法

律の専門家と緊密に連絡を取り、速やかに対処できる体制を整備して

おります。

ヘ．当社は内部通報規程を定め、監査役、社内担当部門に加えて、当社顧

問弁護士および社外の企業倫理ホットラインによる、内部通報窓口を

設置し、不正行為などの防止、早期発見を図ります。また、規程にお
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いて通報者に対する匿名性を担保すると共に不利益となる取扱いの防

止を保証することを定めております。

②　取締役の職務執行に係る経営情報の保存管理に関する管理体制

担当部が「文書管理規程」「情報管理規程」その他関連する社内規程に

従い、「株主総会議事録」「取締役会議事録」等の職務執行に係る重要な

文書を、関連資料とともに適切に保存・管理し、取締役及び監査役は、常

時これを閲覧することができます。また、会社の重要な情報の適時開示そ

の他開示を所管する部署を設置するとともに、取締役は、開示すべき情報

を迅速にかつ網羅的に収集した上で、法令等に従い適時かつ適切に開示し

ます。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．経営上の危機への対応を適時適切に対応するため、危機管理規程を制

定します。

ロ．重要な品質欠陥、災害・事故、訴訟等の危機が発生した場合は、即座

に社長並びに取締役会に報告され、必要に応じて対策本部を設置し

て、適切な対策を遅滞なく実行します。

ハ．内部監査報告書のほか、顧客クレーム、製品事故報告書等を、イント

ラネットシステム内に保管し、取締役、監査役、関係する従業員が常

時閲覧できるよう、日ごろから可能な限り経営の透明性を確保しま

す。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．当社は、経営基本理念を実現するために、市場や顧客ニーズの変化、

競合他社との競争状況の変化、経営資源の有効活用等を中長期かつ総

合的に検討した事業戦略を構築し、中期経営計画、年度経営計画を策

定します。

ロ．事業目標の達成管理については、毎月の取締役会にて月次業績報告を

確認するほか、子会社会議などで確認検証を行い、対策を実行しま

す。

ハ．当社及び子会社の決算報告、稟議書、当社の品質管理、営業レポート

等の経営情報は、常時取締役が閲覧できるよう体制を確保します。
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ニ．執行役員制の導入により、取締役会の活性化と意思決定の迅速化をは

かり、経営の改革を一層推進します。

⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

イ．当社及び子会社の連結並びに単体の決算報告、営業報告ならびに経営

報告はイントラネットシステム内に保管し、取締役、監査役等、会社

が指定する従業員に開示します。

ロ．当社及び子会社の重要事項は、取締役会規程、重要事項の稟議規程に

基づいて審査、決議します。また、その稟議結果は社内イントラネッ

トシステムに保管、開示され、取締役、監査役、関係する担当者が常

時閲覧できます。

ハ．子会社の管理は、子会社管理規程、関係会社稟議運用ルールに基づき

適正に実行します。

ニ．内部監査部門は、内部監査規程に基づき、各子会社に業務全般につい

て、監査を実施します。監査の結果は、社長、監査役、担当取締役及

び当該子会社役員に直ちに報告され、必要な対策を実行します。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関

する事項

イ．管理担当取締役は、監査役の要請のつど、必要な専門性を有する者を

従業員の中から監査役を補助するスタッフとして任命します。

ロ．このスタッフの指揮権は監査役に委譲され、当該使用人の取締役から

の独立性を確保するものとします。

ハ．スタッフの任命、異動、評価等は監査役と事前協議のうえ決定するも

のとします。

⑦　当社及び子会社の取締役および使用人が監査役に報告するための体制そ

の他の監査役への報告に関する体制

イ．監査役は、必要なつど当社及び子会社の取締役または使用人に対し

て、報告や関係資料の提示を求めることができます。

ロ．監査役は、取締役会のほか業務執行の重要な会議に出席することがで

きます。
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ハ．当社及び子会社の決算情報、内部監査報告書、稟議書、営業報告書等

の、監査役業務の遂行に必要な情報は、保管文書またはイントラネッ

トシステムに保管することで、監査役が常時閲覧できることを保証し

ます。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役は、定期的または必要に応じて社長との面談等を行い、業務執

行における適正を確保するための意見交換を行います。

ロ．監査役は、監査役監査の実効性を確保するため、監査体制の整備等に

ついて、要請を行うことができます。

ハ．監査役の職務執行に必要な費用及び債務は、監査役の請求に従い、円

滑に支払その他の処理を行います。

⑨　財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告が適正に行われるよう、当基本方針に基づく経理業務に関する

規程を定め、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上をはかって

おります。

本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示

しております。
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連結貸借対照表

（2025年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産 14,144,179 流 動 負 債 1,700,822

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

長 期 預 金

そ の 他
　

9,266,101

1,294,497

2,881,465

70,475

217,233

422,815

△8,409

6,930,973

2,215,642

1,006,705

14,553

116,490

805,882

272,009

27,251

1,519

25,731

4,688,079

2,425,898

55,641

2,000,000

206,539
　

買 掛 金 660,463

未 払 金 237,359

未 払 法 人 税 等 300,155

賞 与 引 当 金 86,844

役 員 賞 与 引 当 金 38,666

そ の 他 377,333

固 定 負 債 325,509

繰 延 税 金 負 債 34,563

役員退職慰労引当金 67,070

退職給付に係る負債 29,575

そ の 他 194,300

負 債 合 計 2,026,331

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 17,598,796

資 本 金 1,047,542

資 本 剰 余 金 1,196,240

利 益 剰 余 金 15,577,694

自 己 株 式 △222,680

その他の包括利益累計額 1,450,024

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 370,825

土 地 再 評 価 差 額 金 △371,051

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,450,250

純 資 産 合 計 19,048,821

資 産 合 計 21,075,153 負 債 ・ 純 資 産 合 計 21,075,153

（連結）

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

( 2025年１月１日から
2025年12月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 13,114,992

売 上 原 価 7,555,826

売 上 総 利 益 5,559,165

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,976,362

営 業 利 益 1,582,802

営 業 外 収 益

受 取 利 息 68,923

受 取 配 当 金 13,343

不 動 産 賃 貸 料 6,589

投 資 事 業 組 合 運 用 益 19,029

固 定 資 産 売 却 益 875

そ の 他 4,708 113,469

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,142

売 上 債 権 売 却 損 305

不 動 産 賃 貸 原 価 5,022

為 替 差 損 4,705

固 定 資 産 除 却 損 360

そ の 他 3,053 18,589

経 常 利 益 1,677,682

特 別 損 失

減 損 損 失 37,680 37,680

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,640,002

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 532,516

法 人 税 等 調 整 額 △93,443 439,073

当 期 純 利 益 1,200,929

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,200,929

（連結）

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

( 2025年１月１日から
2025年12月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2 0 2 5 年 １ 月 １ 日 残 高 1,047,542 1,186,225 14,765,985 △252,852 16,746,901

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △389,220 △389,220

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,200,929 1,200,929

自 己 株 式 の 取 得 △6 △6

自 己 株 式 の 処 分 10,014 30,177 40,192

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 10,014 811,709 30,171 851,895

2 0 2 5年 1 2月 3 1日残高 1,047,542 1,196,240 15,577,694 △222,680 17,598,796

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

2 0 2 5 年 １ 月 １ 日 残 高 232,167 △604 △371,051 1,358,100 1,218,612 17,965,513

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △389,220

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,200,929

自 己 株 式 の 取 得 △6

自 己 株 式 の 処 分 40,192

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

138,657 604 － 92,150 231,412 231,412

連結会計年度中の変動額合計 138,657 604 － 92,150 231,412 1,083,308

2 0 2 5 年 1 2月 3 1日残高 370,825 － △371,051 1,450,250 1,450,024 19,048,821

（連結）

連結株主資本等変動計算書
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連結子会社の数 12社

主要な連結子会社の名称 Canare Corporation of America

ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

（連結）

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

(2) 持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちCanare Electric India Private Ltd.の決算日は、３月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算

書類を基礎としております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券　　　　　　　　償却原価法（定額法）

・その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ハ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品､ 製品､ 原材料､ 仕掛品 主として、総平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）　主として定率法

　なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

建物及び構築物　　　　15年及び38年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）　定額法

ハ. リース資産

　 ・所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、期末在籍従業員に対して、支給対象期間

に基づく賞与支給見込額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、支給見込額に基づ

き当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職

金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

④　収益及び費用の計上基準

顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり

ます。

イ．放送・通信用ケーブル、ハーネス、コネクタ及び機器（パッシブ・電子）

主に放送局、通信会社、設備工事会社、放送通信機器メーカ等向けに放送・通信用ケ

ーブル、ハーネス、コネクタ及び機器（パッシブ・電子）の製造及び販売を行っており

ます。約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。そのうち、国内の販売に

おいては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間で

あるため、顧客へ製品を出荷した時点で収益を認識しております。輸出販売において

は、各取引の貿易条件に従い、主として船積み時点で収益を認識しております。

ロ．室間工事

主に顧客に対して当社で設計した室間配線の敷設を請け負う工事を行っております。

請負契約に含まれる設置物品の納入及びそれらの敷設作業が完了し、顧客が検収するこ

とをもって履行義務が充足されると判断し、工事物件の検収時点で収益を認識しており

ます。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,850,900千円

再評価を行った年月日 2002年３月31日

時価と再評価後の帳簿価額との差額 △172,208千円

⑦　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。

　また、為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を充たしている場合には振当処理を

採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　　　　　外貨建取引の必要の範囲内で将来の為替変動

によるリスク回避を目的として為替予約取引を

行っております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法　　　　　　ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変

動を比較し、その変動額の比率によって有効性

を評価しております。

２．会計方針の変更

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま

す。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改

正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」と

いう。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会

計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場

合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を

当連結会計年度の期首から適用しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(2) 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額を「土地再評価差額金」として、純資産の部に計上しており

ます。なお、当該評価差額に係る繰延税金資産相当額115,768千円は、将来の税金負担額を

軽減するスケジューリングが困難なため、繰延税金資産として計上しておりません。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価額を算出するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基

づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った土地の期末における
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（単位：千円）

場所 用途 種類 金額

Canare Electric (Shanghai)Co., Ltd. 事業用資産 機械及び装置等 37,680

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 7,028,060株 － － 7,028,060株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 212,069株 204株 25,310株 186,963株

・配当金の総額 197,663千円

・１株当たり配当金額 29円00銭

・基準日 2024年12月31日

・効力発生日 2025年３月21日

・配当金の総額 191,556千円

・１株当たり配当金額 28円00銭

・基準日 2025年６月30日

・効力発生日 2025年９月12日

４．連結損益計算書に関する注記

減損損失関連

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。

　上記の連結子会社において、経営環境及び今後の事業計画を勘案した結果、収益性の低下等

により投資額の回収が見込めなくなったことから、機械及び装置等の減損損失を計上しており

ます。

　回収可能価額の算定は使用価値によっておりますが、将来計画を見直した結果、算定期間にお

ける当該資産の利用によるキャッシュ・インフロー(収入)よりも、運用するために必要なキャッ

シュ・アウトフロー(支出)の方が大きく、使用価値はゼロとして算定しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

（注）1．普通株式の自己株式の増加204株は、従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブ

制度における株式の無償取得200株及び単元未満株式の買取り4株によるものでありま

す。

2．普通株式の自己株式の減少25,310株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

イ．2025年３月19日開催の第52期定時株主総会決議による配当に関する事項

ロ．2025年７月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項
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・配当原資 利益剰余金

・配当金の総額 259,961千円

・１株当たり配当金額 38円00銭

・基準日 2025年12月31日

・効力発生日 2026年３月23日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

2026年３月19日開催予定の第53期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは銀行等金融機関からの借入による資金調達は行っておりません。

　資産運用については主に預金及び円建て債券で運用を行っております。また、デリバティ

ブは後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　投資有価証券は余剰資金の運用先として満期保有目的の円建て債権が主であり、為替リス

クや時価評価リスクはなく格付の高い債券を対象としているため、信用リスクも僅少であり

ます。長期預金は期限前解約特例付定期預金（マルチコーラブル預金）であります。

　営業債券である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨

建の営業債券は為替の変動リスクに晒されております。営業債務である買掛金はそのほとん

どが１か月以内の支払期日であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

　投資有価証券は定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況、信用格付機関の格付等

を確認し、リスク状況を把握しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは与信管理規程に沿ってリスク低減をはかっ

ております。また、外貨建営業債権の回収時の為替変動リスクを軽減するために為替予約取

引を実施しております。なお、デリバティブは運用方針に基づき実需の範囲で行うこととし

ております。
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（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

投資有価証券

　満期保有目的の債券 1,494,439 1,411,843 （82,596）

　その他有価証券 767,878 767,878 －

長期預金 2,000,000 1,866,914 （133,085）

資産計 4,262,318 4,046,636 （215,681）

デリバティブ取引(*1) － － －

（単位：千円）

区　　分 連結貸借対照表計上額

組合出資金 163,580

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。また、現金及び預金、受取手形及び売掛金、買掛金、未払金及び未払法

人税等はそれぞれ短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略

しております。

 (*1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については（　）で示しております。

 (*2) 組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり金融商品の時価情報の「投資

有価証券」には含めておりません。

（注）組合出資金につきましては、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第31号　2021年６月17日）第24-16項に基づき時価開示の対象としておりま

せん。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて,以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しております。

－ 30 －



2026/02/18 12:03:16 / 25283480_カナレ電気株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

区　　分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式

　　債券

672,148 - - 672,148

- - 95,730 95,730

資産計 672,148 - 95,730 767,878

デリバティブ取引

　　通貨関連 - - - -

区　　分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　満期保有目的の債券

　　社債その他の債券

長期預金

- 97,894 1,313,948 1,411,843

- 1,866,914 - 1,866,914

資産計 - 1,964,809 1,313,948 3,278,757

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）1．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については（　）で示しております。

2．時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。また、債券はインカム

アプローチなどの評価技法を用いて時価を算定しております。評価にあたってはスワ

ップレートなどの観察可能なインプットを最大限利用しているため、その時価をレベ

ル２の時価に分類しております。重要な観察不能なインプットが存在する場合はレベ

ル３の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　為替予約の時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定

しており、レベル２の時価に分類しております。

長期預金

　長期預金は取引金融機関から提示された価格を用いて評価しており、活発な市場に

おける相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しておりま

す。
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連結注記表

（単位：千円）

報告セグメント

日本 米国 韓国 中国 台湾

製品分類別

ケーブル 1,590,365 505,802 757,147 726,394 64,318

ハーネス 2,052,275 275,041 93,975 267,398 20,025

コネクタ 651,734 357,136 107,255 231,897 17,766

機器（パッシブ） 1,035,837 524,450 35,658 155,931 9,557

機器（電　　子） 890,355 57 19,070 5,662 507

他社購入品等 255,326 2,155 46,742 74,743 3,569

顧客との契約から生じる収益 6,475,893 1,664,644 1,059,850 1,462,026 115,744

外部顧客への売上高 6,475,893 1,664,644 1,059,850 1,462,026 115,744

報告セグメント
その他（注） 合計

シンガポール 計

製品分類別

ケーブル 395,821 4,039,849 495,394 4,535,243

ハーネス 45,598 2,754,314 482,454 3,236,768

コネクタ 71,473 1,437,264 304,936 1,742,201

機器（パッシブ） 47,661 1,809,095 340,958 2,150,054

機器（電　　子） 1,862 917,515 4,166 921,681

他社購入品等 10,949 393,486 135,556 529,043

顧客との契約から生じる収益 573,367 11,351,526 1,763,465 13,114,992

外部顧客への売上高 573,367 11,351,526 1,763,465 13,114,992

７．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は下記のとおりであります。

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インド、

欧州及び中東の事業を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等(4)会計方針に

関する事項④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。なお、通常の支払期

限は、履行義務の充足時または請求時から概ね２か月以内であり、契約に重大な金融要素

は含まれておりません。
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連結注記表

（単位：千円）

当連結会計年度（期首） 当連結会計年度（期末）

顧客との契約から生じた債権 1,371,550 1,294,497

内、受取手形 106,968 110,380

内、売掛金 1,264,581 1,184,116

契約負債 82,118 86,641

(1) １株当たり純資産額 2,784円46銭

(2) １株当たり当期純利益 175円74銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　　① 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

（注）1．契約負債は、主として顧客から受け取った前受金に関するものであり、収益の認識に

伴い取り崩されます。

2．当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた額は

82,118千円であります。

3．連結貸借対照表上、契約負債は流動負債の「その他」に計上しております。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適

用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約に残存履行義務については注記の対象

に含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

（金額単位の記載方法）

表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2025年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産 9,109,505 流 動 負 債 1,450,712

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

1年内回収予定の関係
会 社 長 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 預 金

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他
　

5,349,423

110,380

1,229,248

1,894,921

18,575

6,551

40,551

58,691

225,362

175,799

6,907,650

1,072,172

274,409

9,155

516

1,659

82,390

704,041

21,620

1,000

20,620

5,813,857

2,425,898

463,146

161,937

557,994

23,487

25,456

2,000,000

54,187

101,650

99
　

買 掛 金 821,777

未 払 金 147,682

未 払 費 用 86,321

未 払 法 人 税 等 228,110

前 受 金 4,375

預 り 金 51,254

賞 与 引 当 金 72,525

役 員 賞 与 引 当 金 38,666

固 定 負 債 59,532

役員退職慰労引当金 56,590

退 職 給 付 引 当 金 2,942

負 債 合 計 1,510,244

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 14,507,136

資 本 金 1,047,542

資 本 剰 余 金 1,196,240

資 本 準 備 金 262,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 934,240

利 益 剰 余 金 12,486,034

そ の 他 利 益 剰 余 金 12,486,034

別 途 積 立 金 600,000

繰 越 利 益 剰 余 金 11,886,034

自 己 株 式 △222,680

評価・換算差額等 △225

その他有価証券評価差額金 370,825

土地再評価差額金 △371,051

純 資 産 合 計 14,506,910

資 産 合 計 16,017,155 負 債 ・ 純 資 産 合 計 16,017,155

（個別）

貸　借　対　照　表
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損益計算書

( 2025年１月１日から
2025年12月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,467,472

売 上 原 価 7,015,966

売 上 総 利 益 3,451,505

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,374,579

営 業 利 益 1,076,926

営 業 外 収 益

受 取 利 息 20,785

有 価 証 券 利 息 24,319

受 取 配 当 金 320,742

不 動 産 賃 貸 料 10,656

為 替 差 益 2,766

投 資 事 業 組 合 運 用 益 19,029

業 務 受 託 料 15,036

そ の 他 2,889 416,225

営 業 外 費 用

売 上 債 権 売 却 損 305

不 動 産 賃 貸 原 価 1,167

固 定 資 産 除 却 損 44

そ の 他 386 1,903

経 常 利 益 1,491,248

税 引 前 当 期 純 利 益 1,491,248

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 380,021

法 人 税 等 調 整 額 △38,277 341,743

当 期 純 利 益 1,149,504

（個別）

損　益　計　算　書

－ 35 －



2026/02/18 12:03:16 / 25283480_カナレ電気株式会社_招集通知_電子提供措置用

株主資本等変動計算書

( 2025年１月１日から
2025年12月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

2 0 2 5 年 １ 月 １ 日 残 高 1,047,542 262,000 924,225 1,186,225 600,000 11,125,749 11,725,749 △252,852 13,706,665

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △389,220 △389,220 △389,220

当 期 純 利 益 1,149,504 1,149,504 1,149,504

自己株式の取得 △6 △6

自己株式の処分 10,014 10,014 30,177 40,192

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － 10,014 10,014 － 760,284 760,284 30,171 800,470

2 0 2 5 年 1 2 月 3 1 日 残 高 1,047,542 262,000 934,240 1,196,240 600,000 11,886,034 12,486,034 △222,680 14,507,136

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等
合 計

2 0 2 5 年 １ 月 １ 日 残 高 232,167 △604 △371,051 △139,488 13,567,177

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △389,220

当 期 純 利 益 1,149,504

自己株式の取得 △6

自己株式の処分 40,192

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

138,657 604 － 139,262 139,262

事業年度中の変動額合計 138,657 604 － 139,262 939,733

2 0 2 5 年 1 2 月 3 1 日 残 高 370,825 － △371,051 △225 14,506,910

（個別）

株主資本等変動計算書
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個別注記表

（個別）

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

ロ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

ハ．その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額金は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

　建物　　　　15年及び38年

②　無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、期末在籍従業員に対して、支給対象期間

に基づく賞与支給見込額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、支給見込額に基づ

き当事業年度の負担額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職

金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

⑤　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　退職給付費用の計算には、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を当該引当金とする方法を
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個別注記表

用いた簡便法にて計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①　放送・通信用ケーブル、ハーネス、コネクタ及び機器（パッシブ・電子）

主に放送局、通信会社、設備工事会社、放送通信機器メーカ等向けに放送・通信用

ケーブル、ハーネス、コネクタ及び機器（パッシブ・電子）の製造及び販売を行って

おります。約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。そのうち、国内

の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通

常の期間であるため、顧客へ製品を出荷した時点で収益を認識しております。輸出販

売においては、各取引の貿易条件に従い、主として船積み時点で収益を認識しており

ます。

②　室間工事

主に顧客に対して当社で設計した室間配線の敷設を請け負う工事を行っておりま

す。請負契約に含まれる設置物品の納入及びそれらの敷設作業が完了し、顧客が検収

することをもって履行義務が充足されると判断し、工事物件の検収時点で収益を認識

しております。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

(6) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。

　また、為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を充たしている場合には振当処理を

採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　　　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　　　　外貨建取引の必要の範囲内で将来の為替変動

によるリスク回避を目的として為替予約取引を

行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　　　　　ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変

動を比較し、その変動額の比率によって有効性

を評価しております。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,700,602千円

(2) 関係会社に対する短期金銭債権 779,896千円

(3) 関係会社に対する長期金銭債権 557,680千円

(4) 関係会社に対する短期金銭債務 367,413千円

再評価を行った年月日 2002年３月31日

時価と再評価後の帳簿価額との差額 △172,208千円

① 売上高 3,991,578千円

② 仕入高 3,173,054千円

③ その他の営業取引高 79,283千円

④ 営業取引以外の取引高 338,842千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 212,069株 204株 25,310株 186,963株

２．貸借対照表に関する注記

(5) 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額を「土地再評価差額金」として、純資産の部に計上しており

ます。なお、当該評価差額に係る繰延税金資産相当額115,768千円は、将来の税金負担額を

軽減するスケジューリングが困難なため、繰延税金資産として計上しておりません。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価額を算出するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基

づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った土地の期末における

３．損益計算書に関する注記

  関係会社との取引高

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

（注）1．普通株式の自己株式の増加204株は、従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブ

制度における株式の無償取得200株及び単元未満株式の買取り4株によるものでありま

す。

2．普通株式の自己株式の減少25,310株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

によるものであります。
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個別注記表

繰延税金資産

未払事業税 15,268千円

賞与引当金 21,975

研究開発用資産一括費用計上 7,406

棚卸資産評価損 100,234

減損損失 93,377

役員退職慰労引当金 17,290

関係会社株式評価損 20,473

その他 61,059

繰延税金資産小計 337,086

評価性引当額 △152,562

繰延税金資産合計 184,523

繰延税金負債

その他 △159,067

繰延税金負債合計 △159,067

繰延税金資産の純額 25,456

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

なお、土地再評価差額金に係る繰延税金資産相当額については、繰延税金資産として計

上しておりません。

－ 40 －



2026/02/18 12:03:16 / 25283480_カナレ電気株式会社_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等
の 所 有
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 内 容
取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期 末 残 高
( 千 円 )

子会社 カナレハーネス㈱ 直接100%
当社製品の製造
役員の兼任

製品の仕入
貸付金の回収
利息の受取

1,728,595
58,080
6,470

買掛金
未収入金
関係会社長期
貸付金
(１年内含む)

150,338
95,577

615,760

子会社
Canare Corporation
of America

同 上
米国における
当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の販売 979,708 売掛金 62,573

子会社
Canare Electric
(Shanghai)Co.,Ltd.

同 上
当社製品の製造
役員の兼任

製品の仕入 630,683
買掛金
未収入金

151,624
26,613

子会社
カナレコネクティッ
ドプロダクツ㈱

同 上
当社製品の製造
役員の兼任

製品の仕入 536,179
買掛金
未収入金

37,648
15,368

(1) １株当たり純資産額 2,120円55銭

(2) １株当たり当期純利益 168円21銭

６．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

（注）１．製造子会社からの製品の仕入及び販売子会社への当社製品の販売の際の価格その他の

取引条件は、市場価格を参考に決定しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

７．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「１．重要な

会計方針に係る事項に関する注記(4)収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載して

おりますので注記を省略しております。なお、通常の支払期限は、履行義務の充足時また

は請求時から概ね２か月以内であり、契約に重大な金融要素は含まれておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

（金額単位の記載方法）

表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年２月13日

カナレ電気株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
名 古 屋 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 部 　 彰 彦

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 細 井 　 怜
　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、カナレ電気株式会社

の2025年1月1日から2025年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連

結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について

監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、カナレ電気株式会社及び連結子会社

からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表

監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監

査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する

ものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま

た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監

査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況

に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を

検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者

によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当

性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切で

あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重

要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注

意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事

項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明す

ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連す

る注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計

算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評

価する。

－ 44 －



2026/02/18 12:03:16 / 25283480_カナレ電気株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結計算書類に係る会計監査報告

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の

財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算

書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する

指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に

対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ

ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2026年２月13日

カナレ電気株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
名 古 屋 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 部 　 彰 彦

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 細 井 　 怜
　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、カナレ電気株式

会社の2025年1月1日から2025年12月31日までの第53期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方

針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）

について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

のではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま

た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監

査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に

応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検

討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者

によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当

性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を

喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適

切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが

求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。
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・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する

注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す

る。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要

な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ

ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
当監査役会は、２０２５年１月１日から２０２５年１２月３１日までの第

５３期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した

監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告

いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、業務監査部門その他の使用人等と

意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社

の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応

じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調

査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か

ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について、監査役会が定めた内部統制システムに

係る監査役監査の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説

明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統

制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該内

部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。

監査役会の監査報告
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③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を｢監査に関す

る品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の

通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株

主資本等変動計算書）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含

め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

2026年２月17日

カ ナ レ 電 気 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役
（社外監査役） 辻 　 重 明 ㊞

社 外 監 査 役 三ツ目　純一郎 ㊞

社 外 監 査 役 服 部 　 修 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

第53期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を

勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金38円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は259,961,686円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

2026年３月23日といたしたいと存じます。
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候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な

氏　　　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１

の

野
 

　
だ

田
 

　
 

　
ちかし

爾

(1968年４月１日生)

1991年３月 当社入社

2006年４月 当社国内営業部横浜営業所長

2012年５月 株式会社カナレテック（現カナレ

コネクティッドプロダクツ株式会

社）代表取締役社長

2014年１月 当社執行役員電子機器担当

2016年３月 当社取締役執行役員電子機器担当

2017年１月 当社取締役執行役員国内営業担当

2020年３月 当社執行役員新規事業（室間/特

命）担当

2025年１月 当社執行役員コネクティッドプロ

ダクツ販促推進担当

2025年１月 当社取締役執行役員コネクティッ

ドプロダクツ販促推進担当

2026年１月 当社代表取締役社長 社長執行役

員（現任）

3,940株

２

ふか

深
 

　
つ

津
 

　
まさ

正
 

　
とし

敏

(1966年２月12日生)

1987年４月 岡崎市民信用組合入組

1990年７月 同組合退組

1990年８月 当社入社

2019年４月 当社情報システム部長

2021年１月 当社製品部長

2022年４月 当社執行役員製品・物流担当

2024年３月 当社取締役執行役員製品・物流担

当（現任）

（重要な兼職の状況）

カナレハーネス株式会社取締役

カナレシステムワークス株式会社取締役

Canare Electric(Shanghai)Co.,Ltd.董事

16,950株

第２号議案　取締役７名選任の件

　本総会終結の時をもって、現在の取締役10名全員が任期満了となります。

　経営機構改革を実施し、取締役会において機動的に意思決定が行えるよう取締

役を３名減員し社外取締役２名を含む取締役７名の選任をお願いするものであり

ます。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な

氏　　　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

３

やま

山　
だ

田　
ゆき

幸　
お

男

(1967年12月24日生)

1990年４月 当社入社

2008年10月 カナレハーネス株式会社取締役

2014年１月 当社技術２部長

2018年４月 当社技術統括部長

2019年３月 当社技術本部本部長

2021年１月 当社DX事業推進室長

2023年１月 当社執行役員技術担当

2026年１月 当社執行役員技術・電子機器・IT

担当（現任）

5,740株

４

まき

牧　
の

野　
ひさ

久
 

　
なお

直

(1968年１月29日生)

1990年４月 松下電器産業株式会社入社

2005年４月 パナソニックデバイス販売タイ株

式会社経理担当取締役

2008年９月 パナソニックデバイス中国有限公

司総会計師（管理担当取締役）

2014年11月 パナソニック オートモーティブ

＆インダストリアルシステムズ社

車載エレクトロニクス事業部経理

部長

2016年６月 パナソニックカーエレクトロニク

ス株式会社経理担当取締役

2018年５月 パナソニック株式会社中国・北東

アジア社地域連結経営管理・財

務/税務戦略担当

2019年12月 パナソニック株式会社中国・アジ

ア社監査部長

2024年７月 パナソニック株式会社退職

2024年８月 当社入社財務経理部長

2026年１月 当社執行役員財務経理・経営管理

担当（現任）

（重要な兼職の状況）

Canare Corporation of America監査役

Canare Corporation of Korea監査役

Canare Corporation of Taiwan監査役

Canare Electric Corporation of Tianjin監査役

Canare Electric(Shanghai)Co.,Ltd.監査役

510株
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候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な

氏　　　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

５

つくだ

佃
 

　
 

　
やす

靖
 

　
ひろ

博

(1969年９月14日生)

1992年４月 当社入社

1998年10月 当社国内営業１部広島営業所長

2018年４月 当社海外営業部欧州担当部長

2019年３月 当社開発営業部海外担当部長

2023年１月 当社海外事業本部海外営業１部長

2024年４月 当社海外営業本部海外営業１部・

海外業務部長

2026年１月 当社執行役員海外営業担当（現

任）

（重要な兼職の状況）

Canare Corporation of America取締役

Canare Corporation of Korea理事

Canare Corporation of Taiwan董事

Canare Electric Corporation of Tianjin董事

Canare Electric India Private Ltd.取締役

Canare Europe GmbH取締役

Canare Middle East FZCO取締役

7,630株

６

なわ

縄
 

　
た

田
 

　
 

　
たかし

卓

(1960年11月28日生)

1983年４月 富士ゼロックス株式会社入社

2007年４月 同社グローバルサービス営業本部

事業企画管理部長

2012年９月 同社アジアパシフィック営業本部

マーケテイング部長

2016年10月 同社新成長事業創出部長

2019年４月 Xerox International Partners社

長

2022年１月 FUJIFILM BI International 

Operations Corp.社長

2023年10月 富士ゼロックス株式会社デバイス

テクノロジー事業本部エグゼクテ

ィブアドバイザー

2025年11月 富士フイルムビジネスイノベーシ

ョン株式会社（旧 富士ゼロック

ス株式会社）退職

2026年２月 ヤマト科学グループホールディン

グス株式会社入社　ヤマト科学株

式会社出向　社長補佐（現任）

－株
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取締役７名選任の件

候補者
番　号

ふ 　  り 　  が 　  な

氏　　　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

７

うえ

上
 

　
の

野
 

　
ゆ

有
 

　
り

里

(1969年11月７日生)

1992年７月 日本モトローラ株式会社入社

1996年８月 日本モトローラ株式会社退職

1996年９月 日本コカ・コーラ株式会社入社

1999年２月 米国公認会計士試験合格（米国イ

リノイ州）

2010年１月 同社ファイナンシャルプランニン

グ統括部長

2014年１月 ベバレッジサービス社（コカ・コ

ーラ西ヨーロッパ事業部、出向、

ロンドン駐在）シニアマネージャ

ー

2016年１月 日本コカ・コーラ株式会社ファイ

ナンスオペレーション統括部長

2018年４月 同社2020 東京オリンピックプロ

ジェクト統括部長

2020年４月 同社退職

2022年４月 キュリアス・トラベル（個人事業

主）代表（現任）

－株

（注）１.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２.縄田卓氏及び上野有里氏は、社外取締役候補者であります。

３.縄田卓氏は、大手事務機器メーカの勤務を経て、その関連会社の社長を務めるなど、

会社運営に携わってこられました。そこで得られた知識や経験等を当社の経営に生か

していただきたく、社外取締役として選任をお願いするものです。上野有里氏は、大

手清涼飲料メーカでは海外駐在や財務部門の管理職を務められ、米国公認会計士試験

に合格されるなど財務経理について豊富な知見を有しており、当該経験や知識を生か

していただきたく、社外取締役として選任をお願いするものです。

４.当社は、縄田卓氏及び上野有里氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき最低責

任限度額を限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

５.当社は、縄田卓氏及び上野有里氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同

取引所に届け出る予定であります。

６.当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との

間で締結し、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みま

す）に起因して損害賠償がなされた場合、被保険者が被る損害補償金や訴訟費用等を

当該保険契約により填補されることとしており、候補者の選任が承認された場合は当

該保険契約の被保険者となります。

なお、当該保険契約を任期期間中に同様の内容で更新することを予定しております。
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取締役７名選任の件

企業経営
ガバナン

ス

財務・

会計

IT

デジタル

製造・

技術

マーケテ

ィング・

営業

グローバ

ル

野 田 　 爾 ● ● ● ● ●

深 津 正 敏 ● ● ●

山 田 幸 男 ● ●

牧 野 久 直 ● ● ● ●

佃 　 靖 博 ● ● ● ●

縄 田 　 卓 ● ● ● ●

上 野 有 里 ● ● ● ●

【ご参考】
　当社の取締役会は、経営戦略に照らして重要な業務執行の意思決定及び適切な
業務執行の監督、監査機能をバランス良く発揮するため、現時点での取締役会に
おいて重要と考える知見・経験を「企業経営」、「ガバナンス」、「財務・会計
」、「ITデジタル」、「製造・技術」、「マーケティング・営業」、「グローバ
ル」と特定しております。
　本総会終結後の取締役に対して、これまでの経験や保有する知見のうち、当社
が特に期待するものは以下のとおりです。

－ 57 －
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補欠監査役1名選任の件

ふ 　  り 　  が 　  な

氏　　　　　　　名
（生 年  月  日）

略歴及び重要な兼職の状況
所 有 す る 当 社
株 式 の 数

はやし

林
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
あきら

享

(1974年４月30日生)

1998年10月　監査法人トーマツ（現　有限責

任監査法人トーマツ）入所

2002年４月　公認会計士登録

2005年１月　林直美税理士事務所入所

2005年１月　林享公認会計士事務所設立

　　　　　　所長（現任）

2005年５月　税理士登録

2019年５月　林享税理士事務所設立　所長

（現任）

－株

第３号議案　補欠監査役１名選任の件

　2025年３月19日開催の第52期定時株主総会において補欠監査役に選任された林　

享氏の選任の効力は、本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定め

る監査役の員数を欠くことになる場合に備えて、改めて補欠監査役１名の選任を

お願いいたしたいと存じます。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１.候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２.林享氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３.林享氏は、公認会計士として財務及び会計に精通しており、公認会計士としての客観

的な立場から当社グループの監査において有益なご意見やご指導をいただけるものと

判断し補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。

４.林享氏が監査役に就任された場合には、当社は林享氏との間で会社法第427条第１項の

規定に基づき最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

５.当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との

間で締結し、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みま

す）に起因して損害賠償がなされた場合、被保険者が被る損害補償金や訴訟費用等を

当該保険契約により填補されることとしており、林享氏が監査役に就任された場合は

当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
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退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件、役員賞与支給の件

ふ 　  り 　  が 　  な

氏　　　　　　　名 略 歴

なか

中
 

　
じま

島
 

　
まさ

正
 

　
ひろ

敬

2014年３月 当社取締役

2020年１月 当社代表取締役社長

2025年12月 当社取締役（現任）

ち

千
 

　
ぐさ

種
 

　
よし

佳
 

　
き

樹 2022年３月 当社取締役（現任）

やま

山
 

　
もと

本
 

　
ひで

英
 

　
お

夫 2022年３月 当社取締役（現任）

よし

吉
 

　
の

野
 

　
せい

精
 

　
いち

一 2024年３月 当社取締役（現任）

こん

近
 

　
どう

藤
 

　
みち

道
 

　
なお

直 2024年３月 当社取締役（現任）

いし

石
 

　
い

井
 

　
ひで

秀
 

　
あき

明
2020年３月 当社社外取締役

2022年４月 当社取締役（現任）

みや

宮
 

　
もと

本
 

　 
 

　
とおる

透 2022年３月 当社社外取締役（現任）

お

小
 

　
の

野
 

　
ち

地
か

佳
ふみ

文 2023年３月 当社社外取締役（現任）

第４号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって退任される中島正敬氏、千種佳樹氏、山本英夫氏、吉

野精一氏、近藤道直氏、石井秀明氏、宮本透氏及び小野地佳文氏に対し、在任中

の労に報いるため、当社所定の基準に従い総額42,610,000円の退職慰労金を贈呈

したいと存じます。その具体的な贈呈の時期、方法などについては、取締役会に

ご一任願いたいと存じます。

　なお、当社の役員退職慰労金の支給につきましては、添付書類「事業報告 ２.

会社の現況 (3)会社役員の状況 ②役員の報酬等 イ.役員の報酬等の額またはそ

の算定方法の決定に関する方針にかかる事項 (ｲ)固定報酬の決定と支給につい

て」をご参照ください。

　本議案は、当社において予め取締役会で定められた役員の報酬等の内容にかか

る決定方針及び社内規程に沿って算出され取締役会で決定しており、相当である

と判断しております。

退任取締役の略歴は次のとおりであります。
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退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件、役員賞与支給の件

第５号議案　役員賞与支給の件

　当事業年度末時点の社外取締役を除く取締役８名に対し、当事業年度の業績等

を勘案して、役員賞与を総額38,666,000円支給することといたしたく存じます。

　なお、当社の役員賞与の支給につきましては、添付書類「事業報告 ２.会社の

現況 (3)会社役員の状況 ②役員の報酬等 イ.役員の報酬等の額またはその算定

方法の決定に関する方針にかかる事項 (ｳ)役員賞与の決定と支給について」をご

参照ください。

　本議案は、当社において予め取締役会で定められた役員の報酬等の内容にかか

る決定方針及び社内規程に沿って算出され取締役会で決定しており、相当である

と判断しております。

以　上
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地図

■ 株主総会会場ご案内図 ■

会　場

交通のご案内

＜お問い合わせ先＞

神奈川県横浜市港北区新横浜３－９－１８　新横浜ＴＥＣＨビル

Ａ館６階

カナレ電気株式会社　新横浜本社　ＩＲ担当

電話（０４５）６２０－７４７４

錦通

池下駅
サンクレア
池下

千種
警察署

地下鉄
東山線

覚王山通

名古屋
銀行

千種消防署
覚王山出張所

池下 千種警察署南 覚王山西

地下鉄２番出口

ホテルルブラ王山
（公立学校共済組合名古屋宿泊所）

至
栄
・
名
古
屋
駅

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行

至
名
古
屋
Ｉ
Ｃ

東
山
公
園

Ｎ

( )

愛知県名古屋市千種区覚王山通８丁目18番地

ホテル　ルブラ王山　２階「飛翔の間」

電話（０５２）７６２－３１５１（代表）

地下鉄東山線「池下駅」下車　徒歩３分です。

２番出口をご利用ください。

（名古屋駅より池下駅までは約15分です。）

※お願い：駐車場の用意はいたしておりません。

公共交通機関をご利用くださいますようお願い申しあ

げます。


	招集ご通知
	株主各位
	議決権行使についてのご案内

	事業報告
	企業集団の現況
	事業の状況
	直前３事業年度の財産及び損益の状況
	重要な親会社及び子会社の状況
	対処すべき課題
	主要な事業内容
	主要な営業所及び工場
	使用人の状況
	その他企業集団の現況に関する重要な事項

	会社の現況
	株式の状況
	新株予約権等の状況
	会社役員の状況
	会計監査人の状況
	会社の体制及び方針


	連結計算書類
	連結貸借対照表
	連結損益計算書
	連結株主資本等変動計算書
	連結注記表

	個別計算書類
	貸借対照表
	損益計算書
	株主資本等変動計算書
	個別注記表

	監査報告
	連結計算書類に係る会計監査報告
	計算書類に係る会計監査報告
	監査役会の監査報告

	参考書類
	剰余金処分の件
	取締役７名選任の件
	補欠監査役1名選任の件
	退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
	役員賞与支給の件

	地図

